
第４分科会

「持続可能な循環のまちをめざして」

福岡県三潴郡大木町

環境課長 境 公雄 氏



大木町の概況

福岡県南部筑後平野の中央部、水郷柳川に
隣接した農業の町

人口約１４６００人、面積１８．４３平方キロ

財政指標（平成２４年度）
財政力指数 ０．４９（県内３１位／５８市町村）

実質公債費比率 ８．１％（県内１７位）

経常収支比率 ８５．９（県内１５位）

掘割が町の面積の約１４％（総延長215ｋｍ）
特産は、苺・シメジ・えのき・花ござなど

住民と行政による協働のまちづくりが進む



今の大量消費の社会はもう限界
このままでは地球の資源が枯渇してしまう。

大量廃棄社会で地球の環境が急速に悪化。

地球温暖化などによる気候変動が深刻化

ごみゼロを実現するために
焼却一辺倒のごみ政策の見直し

大量リサイクルから発生抑制へ

焼却大国ニッポン
一般廃棄物の約７４％を焼却する焼却大国
一般廃棄物焼却炉１２００基以上、世界の焼却炉の約3分の２

ごみ焼却中心主義の限界も
安易な焼却主義ではごみ問題の解決につながらない！

焼却炉に対する建設費・維持費とも高額な費用負担は自治体財政を圧
迫している。

連続稼働の高価な焼却炉に頼ったごみ政策は徹底したごみ減量・リサイ
クルと矛盾する。

焼却主義により発生抑制やリサイクルが進まない。大量消費が維持され、
資源の浪費が継続する。 持続可能ではない。

建替え時期を前に、焼却中心政策の見直しが必要
このまま焼却炉を建替え続けることは、ごみ問題の解決を先送りにつな
がる。

ごみ処理（焼却）からごみゼロへ



2008年3月11日 大木町議会議決

大木町もったいない宣言

（ゼロ・ウエイスト宣言）

子どもたちの未来が危ない。
地球温暖化による気候変動は、１００年後の人類の存在を脅かすほど深刻さ
を増しています。その原因が人間の活動や大量に資源を消費する社会にあるこ
とは明らかです。
私たちは、無駄の多い暮し方を見直し、これ以上子どもたちに「つけ」を残さな
い町を作ることを決意し、「大木町もったいない宣言」をここに公表します。

１、先人の暮らしの知恵に学び、「もったいない」の心を育て、無駄のない町の暮
らしを創造します。

２、もともとは貴重な資源である「ごみ」の再資源化を進め、２０１６年（平成２８年）
度までに、「ごみ」の焼却・埋立て処分をしない町を目指します。

３、大木町は、地球上の小さな小さな町ではありますが、地球の一員としての志
を持ち、同じ志を持つ世界中の人々と手をつなぎ、持続可能なまちづくりを進
めます。

以上宣言します。

ゼロウエイストを目指そう！

世界中で広がるゼロウエイスト宣言。
日本では徳島県上勝町が初めて宣言、

九州では水俣市・大木町が宣言。

1996年、オーストラリアの首都、キャンベラが宣言
米国・カナダ・ヨーロッパ・ニュージーランドなど約１００の
自治体へ波及。

ゼロウエイストの考え方
何でもリサイクル、ごみ処理ではなく発生抑制を優先した
資源を無駄にしない社会を目指す。

地域主導、低コスト、低環境負荷、最新技術に頼らない
4L(Local , Low Cost , Low Impact , Low Tech)

地域住民の納得と協力（住民のごみ施策への参加）
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大木町のごみ処理の状況

生ごみなど分別排出の徹底により、平成２４年
度のリサイクル率は６０．９％で、平成１７年度に
比べて４６．０％伸びています。

排 出 量（ｔ） 24年度／
17年度

平成24年度
1人1日当た
り（ｇ）平成17年度 平成24年度

燃 や す ご み 3004.9 1312.2 43.7％ 245

燃えないごみ 95.9 2.2 2.3％ 0.4

資 源 ご み 541.1 2044.1 377.8％ 382

（内生ごみ） － (1209.0) － (226)

合 計 3641.9 3358.5 92.2％ 628

リサイクル率 １４．９％ ６０．９％ ＋４６．０％

町から出るごみの量及びリサイクル率



ゴミ収集量（家庭）の推移
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昭和48年 燃やすゴミ収集開始＝大川清掃センター

昭和52年 燃えないゴミ収集開始＝筑後中部施設清掃組合

⇒八女西部広域事務組合
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No. 分別区分 No. 分別区分

1 空き缶類 12 金属製調理具

2 空きビン類（使い捨てビン） 13 その他金属類

3 活きビン（ビール瓶・一升瓶） 14 釘・ねじ

4 ペットボトル 15 その他不燃物

5 白色トレイ 16 食用廃油

6 蛍光管 17 飲料用紙パック

7 乾電池 18 新聞紙

8 陶器類 19 ダンボール

9 ガラス類 20 その他の紙類

10 電球等 21 古着・古布

11 小型家電

10

No. 分別区分 No. 分別区分

22 生ごみ 25 紙おむつ

23 廃プラスチック 26 粗大ごみ

24 草木類 27 燃やすごみ

地
区
分
別
収
集
の
区
分

そ
の
他

燃やすごみ
の中身のほ
とんどは、
紙、布、プラ



地区分別収集の様子 １回／月 早朝実施

町環境プラザでの分別風景

不燃ごみ量の推移
単位：トン



燃やすごみ量の推移
単位：トン

１、生ごみの分別資源化

生ごみが消えるとごみの景色が変わる

バイオマス資源として地域で循環利用

２、プラスチックの分別資源化

ごみ袋がスマートに（ごみが半減）

プラスチックは石油資源燃やせば温暖化の原因

３、紙・布の分別徹底

紙はリサイクルの優等生

４、増加する紙おむつの資源化
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燃やすごみ 3004.9 2491.3 1673.2 1688.6 1678.9 1629.9 1448.1 1312.2
生ごみ 0 362.3 1132.8 1222.6 1171.3 1135.9 1176.6 1209
家庭系燃やすごみ 2295 1876.08 1322.28 1274.21 1262.42 1211.36 1094.4 999.9
家庭系生ごみ 0 279.7 705.6 721.4 724.8 673.3 667.3 671.1
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燃やすごみの組成（容積比）
（平成２０年度大木町調べ）

生ゴミ分別後の大木町の燃やすごみ組成調査では、プラ類が

５１％、紙類が２３％を占めている。（プラ・紙おむつ分別前）

紙類

23%

布類

19% 木・草類

1%

皮革類

1%

プラ類

51%

生ごみ

1%

紙おむつ

3%

その他可燃

1%
不燃物

1%

燃やすごみ袋の中身（大木町）

容積比



燃やすごみの組成（重量比）
（平成２０年度大木町調べ）

重量比による組成は、紙類が３４％、プラ類が２２％を占め

ている（プラ・紙おむつ分別前）
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古紙・古布の常設置き場を設置し地区が直接販売

古紙4円／㎏、古布6円／㎏ 町が助成

古紙・古布地区分別状況
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【常設置場を２０か所に設置】



• 目標：２０ｔ／月 (燃やすごみの22%)
• 現状：平均６．６ｔ （目標の約３３％）
• 異物混入率：１１％
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大木町の油化事業
油化を実施していたが、現在事故で事業中断
分別後不適物は焼却（油化だけでは対応できない）
油化はわかりやすいリサイクルループ

プラスチックリサイクルの課題
マテリアル・ケミカル・RPFを組み合わせた高度リサイクルシステムの構築
事業者間の連携によるリスク回避
リサイクル費用負担の軽減
発生抑制対策、事業者責任

プラスチックは石油資源であり、資源枯渇、温暖化、ポイ
捨てによる自然破壊の原因となっている。

今後の対策
行政（７自治体・国・県）、事業者、研究者による
プラスチックリサイクル研究会を発足して、南筑後
地区のプラスチックリサイクルシステムを立ち上
げを目指している。



23

ケミカルリサイクル（油化）

マテリアルリサイクルＲＰＦ

紙おむつリサイクル 平成23年１０月スタート

大便はトイレ
に流してね！

指定袋（１５Ｌ袋、１０枚１５０円）
に入れ、口をしっかり結んで出し
ます。

行政区に１箇所程度設置してい
る回収ボックスに投入（いつでも
持込みＯＫ）

大牟田エコタウン内のリサイク
ル施設で水溶化分離処理。再
生パルプを作ります。

再生パルプを外壁材に利用して
います。環境プラザ研修室の外
壁材もこのボードを利用。

紙おむつ、ﾊﾟｯﾄ、お尻ふき
（ウェットティッシュ）が出せま
す。



紙おむつ回収の状況
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回収見込み：８４ｔ／年 （回収率：７２％）

目標１１７ｔ／年

アルミ付き
紙パックを回
収します。

３月迄環境プラザ
で収集します。



全世帯アンケート
（H24.2～3月実施 3001世帯/4594世帯=65.3%）
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（H24.2～3月実施 3001世帯/4594世帯=65.3%）



高齢者等ごみ出しサポート事業を開始

30

•分別品目の増加（２５）による高齢者の困惑
•資源ごみや紙おむつなど、拠点収集場所まで持っていけない

•７５歳以上の高齢者世帯等での希望世帯を調査
•面接により訪問回数を決定
•収集はシルバー人材センターに委託
（自宅内でのごみ分別作業の補助は、シルバーの別事業として実施）

環
境
プ
ラ
ザ

へ

•高齢者世帯等の衛生的・安全な生活の向上
•資源回収率の向上
•安否確認

７５歳以上の高齢者世帯等 シルバー人材センター

個別収集



ごみ処理の値段（住民負担）

ゴミの種類 容 量 金 額

燃やすごみ
指定袋（中）35L 600円（10枚）

指定袋（小）15L 300円（10枚）

プラスチック
指定袋（大）50L 150円（10枚）

指定袋（中）35L 100円（10枚）

紙おむつ 指定袋（小）15L 150円（10枚）

粗大ごみ 指定シール 250円／１枚

指定施設直接搬入ごみ 10kgあたり 200円

※ 生ごみ、地区で分別した資源物は無料（家庭から出るもの）

ごみ処理費用

平成１７

年度

平成１８

年度

平成１９

年度

平成２０

年度

平成２１

年度

平成２２

年度

平成２３

年度

平成２４

年度

塵芥費用 228,517 228,196 223,705 200,558 202,246 193,949 195,236 196,514

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

220,000

230,000

240,000
塵芥費用

単位：千円

32,003千円

塵芥費用：可燃ごみ、不燃ごみ、生ごみ、し尿処理、及び各収集運搬費用



１．ごみが半減（重量）する。（ごみ減量効果）

２．地域ぐるみの協働事業（地域の一体感）

３．地域農業への貢献

４．環境負荷の低減

５．ごみ処理費の削減・・・・・・

地域の活性化に貢献

し尿・浄化
槽汚泥

液肥の農地還元
バイオガス液肥を
有機質肥料として
農地へ返す

生ゴミの分別
家庭の台所・学校給
食で生ゴミを分別

発酵させ液肥化
バイオガスプラントで
発酵させ、バイオガス
と有機液肥を回収

地元農産物の供給
バイオガス液肥や堆
肥を使った農産物を
給食や家庭の台所へ

循環

生ごみの資源化を支える
地域循環システム

食

農

環境



生ごみを分別する。
平成１８年１１月から全町開始

収集方法：バケツコンテナ方式（山形県長井市レインボープラン方式 ）

毎週２回収集（町内を３区域に分けて収集）

収集日の前日に収集バケツの配達

祝日も収集

家庭の生ごみ処理費は無料

平成１９年４月から燃やすごみは週１回

事業系は１０ｋｇ当り ５０円の処理費

生ごみ分別の流れ

収集バケツに週に２回出す
（１０世帯に１か所程度設置）

収集バケツ温水洗浄 生ゴミ投入

家庭で生ゴミ分別

（異物除去）

バケツの回収作業

ホッパに溜めて破砕分別装置で粉砕

次の地区へ
配達



生ゴミを分別するとき、自分はどれくら
いきちんとできていると思いますか。
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町民アンケート結果抜粋 2008年

これからも生ゴミ分別に協力し
ていきたいですか。
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0%

そう思わ

ない
4%

ほとんど分

別する

86%

ある程度は

分別する

12%

分別しない

2%

生ごみ分別状況 回答数 2,823

全世帯アンケート
（H24.2～3月実施 3001世帯/4594世帯=65.3%）



発電・熱

浄化槽汚泥
（30.6ｔ／日）

し 尿
（7ｔ／日）

汚泥濃縮
遠心分離機

水処理

家庭から出る
生ごみ
（3.8ｔ/日）

田

バイオガスシステムのフロー

分別収集

バイオガス

再利用

メタン発酵槽
中温湿式

液肥貯蔵タンク 液肥3,000tを貯留

発電機 25kw 2基

37℃22日間

バイオガスシステムの主な設備

メタン発酵槽 生ごみ破砕分別装置

バイオガス発電機２５kw 液肥貯留槽



バイオガスプラントの特徴

完全嫌気発酵なので、発酵途中での臭い
がもれない。

メタンガスを回収し、エネルギー利用できる
のでランニングコストが安い。

消化液を液肥として活用することで、メリット
が倍増する。
水処理のイニシャルコストやランニングコストが
削減できる

液肥を資源として活用できる

バイオガスプラントは、消化液を肥料として活用することでメリットが大きく
なり、イニシャルコスト・ランニングコストも大幅に削減されます。今後急速
に普及すると思われます。

バイオガス液肥
（くるっ肥）を活用する
年間約６０００ｔの液肥を生産予定
水稲・麦など土地利用型の作物に使用。
水稲・麦 5ｔ～7ｔ／10ａ
散布面積 それぞれ約50ｈ

液肥散布車や流し肥え方式による散布

普通肥料登録として認可
液肥代＝無料
散布料 １,０００円／１０a
液肥の特徴と課題
ビタミン（B12,C)が豊富に含まれる。
腐植質が多い（土作り効果が高い）
緩効・速効性肥料両方の性質がある
臭いはあまり気にならない
病虫害特に糸状菌の防除効果が認められる

貯留と運搬・施肥に施設や散布車などの設備
が必要
成分調整と栽培技術（施肥基準など）の確立

分析項目 含有量

リン酸 ０．１２ ％

カリ全量 ０．１１％

全窒素 ０．２５％

アンモニア態窒素 ０．１３％



液肥（くるっ肥）で作った特別栽培米

「環のめぐみ」

化学肥料・農薬の使用を慣行
農法の半分以下に抑えた特別
栽培米（くるっ肥を使用）

平成25年度約20haで栽培
品種は「ひのひかり」

町民には優先的に安価で販売

平成25年度
町民予約価格3400円／10ｋｇ
（一般価格 3800円／10ｋｇ）

安定的な液肥利用の確保と地産地消の推進

「環のシリーズ」を開発

“環”の家族が増えることで、安定的な液肥利用を確保



なたね油は理想的な油
種類 なたね油

オリーブ
油

大豆油 コーン油 ごま油
べにばな
油

飽和脂肪
酸

1.4％ 14.3％ 14.2％ 12.2％ 14.6％ 8.8％

単価不飽
和脂肪酸

63.7％ 75.7％ 22.7％ 29.5％ 39.3％ 14.8％

多価不飽
和脂肪酸

26.9％ 10.0％ 63.2％ 58.3％ 46.1％ 76.4％

種類 代表例 特徴

飽和脂肪
酸

ステアリン
酸

動物性油脂に多く含まれ血中コレステロールを増加させる
中性脂肪が増加し動脈硬化になりやすい

単価不飽
和脂肪酸

オレイン酸 抗酸化作用が強く加熱しても変質しにくい

多価不飽
和脂肪酸

リノール酸
リノレン酸

熱に対する安定性が弱く、ドレッシングなどに向いている。

「くるっ肥」（液肥）は野菜づくり・
家庭菜園にも大好評



おおき循環センターくるるん は

循環の町づくりの拠点 です

生ゴミ・し尿・浄化槽汚泥をバイオマス資源化する施設
町の中心部・国道バイパス沿いに設置したオープンな施設

国内外から毎年3000人～4000人の見学者

環境・農業・食をつなぐ まちづくりの拠点
循環社会や環境についての学習できる

自然エネルギーが体験できる

地域農業の振興に貢献する

地産地消・安全な食の提供

農業体験ができる

地域住民のにぎわいを創る

都市との交流拠点

健康地域応援レストラン

「デリ＆ビュッフェくるるん」

トイレ・情報提供施設

インフォメーションセンター

バイオマスセンター
ＪＡ福岡大城農産物直売所

「くるるん夢市場」

Ｎ

至筑後市

至大川市

循環型多品目栽培農園

道の駅おおき 施設配置図



おおき循環センター くるるん
バイオマスセンター

道の駅おおきインフォメーション

くるるん周辺の循環モデル農園

農産物直売所 くるるん夢市場

地産地消費レストラン

デリ&ビュッフェくるるん

道の駅“おおき”H22.4オープン



おおき循環センター整備費の内訳

整備期間 平成１７年度～平成２１年度（５年間）
総事業費 約１１億２千万円
（バイオマスの環づくり交付金 補助率２分の１

町負担分の一部起債・交付税措置あり）

事業の内訳
第一期工事（平成１７年度～平成１８年度）
メタン発酵施設（施工、三井造船㈱） ５億１９６６万円
管理学習施設、バイオの丘（施工、㈱熊丸組） １億８１６５万円

外部施設・関連設備など
外部液肥タンク、車庫 約７８００万円
液肥散布車両・運搬車両他 約５７００万円

第二期工事（平成２０年度～平成２１年度）
農産物直売所・郷土料理レストラン・交流広場など 約２億２千万円

一般の処理施設に比べて１／３～１／４の建設費

EPRの徹底とデポジット制度の導入を



出口対策から入口対策へ

ごみ処理・大量リサイクルから発生抑制へ

出てきたごみを「燃やす」「埋め立てる」「なんでもリサ
イクル」ではなくて、そもそもごみを発生させないとい
う考え方を徹底する。

３Rの優先順位（循環型社会推進基本法で規定）
リデュース、リユース、リサイクル、適正処理

効果的な入口対策の制度化が必要

拡大生産者責任・デポジット制度の確立を

ごみ処理費用をすべて製品価格に含む、OECDが
提起した拡大生産者責任（EPR）

３Rの順位

石川県立大学教授 高月 紘 氏 作 月間廃棄物掲載



石川県立大学教授 高月 紘 氏 作 月間廃棄物掲載

流れ着いたポイ捨てごみの状況（大木町の堀割）



遠賀川河口近くの海岸に流れ着いたポイ捨てごみ

提供：I ｌｏｖｅ 遠賀川流域デポジット法制化を求める事務局

環境自治体を目指すちっご委員会の活動

「ちっご委員会とは」

環境自治体を目指す「ちっご委員会」は、平成２２年５月に、筑後市・大川市・

大木町が共同開催した、第１８回環境自治体会議「ちっご会議」の課題を実現す

るために、２市１町の住民・首長・行政・識者で構成された団体。

「ちっご委員会」のEPR・デポジット制度化に向けた取組み
国会請願のための住民署名の実施 平成２３年２月～５月

３万筆の目標で、３５３３１筆の署名を集め国会請願。

全国の首長への賛同・議会への意見書採択働きかけ

平成２３年１１月までに、１３６自治体の首長が賛同

意見書採択自治体議会１１６自治体、趣旨採択６自治体議会

平成２３年１１月、政府に要望書提出



EPR・デポジット政府要望活動 H２３．１１．１７

筑後市
中村市長

大木町
石川町長

大川市
植木市長古賀一成

代議士

野田国義
代議士

古賀敬章
代議士

現在の大量消費型社会（限界にきている）

自然環境

人間社会

リサイクル

生産 消費
大量の廃棄物
処分場の不足

地球温暖化、オゾン層の破
壊、ダイオキシン汚染、環
境ホルモンなど化学物質汚
染、酸性雨、森林破壊、生
物の絶滅

環境
破壊

再生不能エネルギー
（石油・ウランなど）

資源
枯渇

天然資源

大量生産・大量消費・大量廃棄



循環社会（環境に優しい暮らし方）

自然環境

人間社会
生産

再資源化

消費

ごみはほとんど出
な い （ 二 酸 化 炭
素・ダイオキシン
もあまり出ない）

自然と
共生

再生可能エネルギー

（太陽光・風力・
バイオマスなど）

天然資源

循環

○現在の大量消費社会

⇒資源枯渇 環境破壊 気候変動（次世代につけ）

モノの豊かさ・便利さだけでは本当の豊かさは実現できない。

地球上の資源や自然は次世代と共有すべきもの

持続可能な社会をめざして

○サスティナブル（持続可能）な社会をめざして
⇒資源やエネルギーなどの大量消費から脱却

ごみの発生抑制・ごみの資源化（もったいない文化の復活）

地域におけるEFC自給圏の確立（経済評論家 内橋克人氏）

（地産地消・自然エネルギー・地域コミュニティ）

地域資源（人・モノ・カネ）を活かした、環境に優しい暮らしで
新しい豊かさを創る。




